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医療業界の
リーディングカンパニーを目指して
平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
ここに当社第66期（2018年4月1日から2019年3月31日まで）の
中間株主通信をお届けさせていただきますので、
ご高覧賜りますようお願い申しあげます。

　ニプログループは、政治面、政策面、自然災害の影
響等による先行き不透明感が強まるなか、引き続き日
本国内におけるシェア拡大と海外売上の拡大および生
産コストの低減に取り組み、ユーザー目線に立った製
品の開発を進めつつ業績の向上に努めてまいりました。
　この結果、当上半期の実績は、右記のとおりとなり
ました。なお、セグメント別の概況については、3～4
ページに記載のとおりであります。中間配当につきま
しては、今後益々増大する資金需要等に備えるべく、

成長は、さらなる発展のための重要課題の一つと捉え
ております。
　引き続き、ユーザー目線をもって患者さまや医療従
事者の皆さまに貢献し、２０２０年度連結売上高5,000
億円、同売上総利益率４０％、同営業利益率１５％、
２０３０年度同売上高１兆円の達成を目指してまいります。
　株主、投資家の皆さまには、今後とも相変わりませ
ずご支援を賜りますよう、お願い申しあげます。

　先進諸国の自国優先政策に伴う貿易摩擦や、日本国
内における薬価基準引き下げなどの影響により、２０１８
年度上半期は厳しい状況のもとに推移しました。しかし
ながら、ニプログループは、ブラジル、シンガポール、
マレーシアにおける医療機器販売拠点の拡充や、ニプ
ロファーマにおける医療用医薬品製造能力の増強など、
積極的にシェア拡大を進めてまいりました。
　また、従業員の健康維持・増進を図り、ニプログルー
プ一丸となって世界の人々の健康寿命延伸に貢献する
ため、このたび「ニプロ健康宣言」を制定いたしました
（詳細8ページ）。
　今後も、国内外における医療業界のリーディングカ
ンパニーを目指し、事業に邁進してまいります。

　さまざまな企業が再生医療等製品の事業化に注力す
る昨今、ニプログループにおいても当製品関連事業の

代表取締役社長

第66期 上半期実績 （単位：百万円）

第65期
第2四半期

第66期
第2四半期

前年同期比
（%）

売上高 187,903 208,325 ＋10.9

営業利益 11,495 12,022 ＋4.6

経常利益 11,776 13,699 ＋16.3

親会社株主に帰属する
四半期純利益 8,282 7,615 △8.1

株主の皆さまへ

当上半期業績の総括をお願いします。

当上半期の事業展開についてお聞かせください。

内部留保資金に配慮しながらも、株主さまへの利益還
元を重要な経営施策の一つと位置づけて剰余金の配当
を実施させていただきたいとの方針に基づき、1株に
つき19円とさせていただきました。

最後に、株主の皆さまへメッセージをお願いします。
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その他事業
売上高

医療関連事業 医薬関連事業 ファーマパッケージング事業

通期 第2四半期
単位：百万円

139,341
159,686

327,500
（予想）

300,117

’18/03 ’19/03

通期 第2四半期
単位：百万円

17,183 18,247

35,900
（予想）

’18/03 ’19/03

35,170

通期 第2四半期
単位：百万円

31,363 30,375

64,800
（予想）

60,080

’18/03 ’19/03

国内販売
メディカル営業部門は、注射・輸液関連製
品、経腸栄養関連製品、検査関連製品、
透析関連製品、バスキュラー関連製品、
心臓外科関連製品の全分野において堅調
に推移。特に透析関連製品のHDFフィル
ターと透析装置の売上が大きく伸長。

医薬営業部門は、経口剤・外用剤が調剤薬局を中心に、注射剤が
DPC病院を中心に伸長。再生医療関連は、札幌医科大学と共同開発
を進めている「脊髄損傷の治療に用いる自己骨髄間葉系幹細胞」を本
年6月29日付で厚生労働省に対し再生医療等製品として製造販売承認
申請を行った。
海外販売
世界各地における積極的な販売活動により順調に売上を伸長。
米国では大手透析プロバイダーとのさらなる提携強化を推進。中国、
インドでは透析装置の販売好調に伴い、ダイアライザの販売も好調に
推移。

顧客企業の多様なニーズに的確に応じ、
製造受託、開発受託を推進。
経口剤・注射剤・外用剤等のすべての剤形、
抗生物質、ステロイド、抗がん剤などの各
種高薬理活性製剤の製造受託の提案、治

験薬の製造、検査包装の受託営業に注力。
医薬品包装容器・投与システムの使用、セット化包装の提案などの開
発提案型営業も積極的に推進。
生産状況は前年同期比で増加したものの、他社向け製品から自社製品
への切り替えなどの影響により前年同期比減少。

国内販売
バイアル・ゴム栓が好調に推移。また、ガ
ラス生地管も安定した売上を確保。
また、歯科用の特殊針、輸液システム類
も順調に推移。

海外販売
中国では環境規制や製薬会社における原薬供給問題の波及等の影響
を受け苦戦したが、欧州ではドイツのシリンジ、フランスの生地管が大
きく伸長。また、インドでは、高付加価値生地管の販売が順調に推移。

セグメント別構成比

ファーマパッケージング事業8.8%
その他事業0.0%

医療関連事業

76.6%

医薬関連事業

14.6%

15百万円
売上高 売上高 売上高

1,596億86百万円 303億75百万円 182億47百万円

前年同期比

14.6%
増加

前年同期比

6.2%
増加

前年同期比

4.0%
増加

セグメント別の概況

前年同期比

3.2%
減少

（注）‌‌2018年4月1日より、総合ファーマパッケージング展開を行い、医薬品販売へのシナジーを高める
事業展開を行うため、組織変更を行っております。この変更に伴い、セグメント別売上高の前期比較
においては、前期についても変更後のセグメントの区分に基づき作成しております。
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負債・
純資産合計
843,493

負債
661,077
流動負債
261,447
固定負債
399,630

純資産
182,415

株主資本
164,883

その他の包括
利益累計額
6,772

非支配株主持分
10,760

流動資産
440,910

固定資産
402,583
有形固定資産
272,066
無形固定資産
45,484

投資その他の資産
85,032

資産合計
843,493

負債・
純資産合計
826,447

負債
642,961
流動負債
251,184
固定負債
391,776

純資産
183,485

株主資本
161,963

その他の包括
利益累計額
10,658

非支配株主持分
10,863

前期末 （2018年3月31日現在） 当第2四半期末 （2018年9月30日現在） 前期末 （2018年3月31日現在） 当第2四半期末 （2018年9月30日現在）

流動資産
429,087

固定資産
397,359
有形固定資産
270,273
無形固定資産
45,994

投資その他の資産
81,091

資産合計
826,447

前第2四半期（2017年4月1日～2017年9月30日） 当第2四半期 （2018年4月1日～2018年9月30日）

売上原価
144,380

販売費及び
一般管理費
51,922

営業外費用
2,251 特別損失

557
法人税等
6,034

営業外収益
3,928

非支配株主に
帰属する四半期
純利益
120

特別利益
627

売上高
208,325

営業利益
12,022

経常利益
13,699

親会社株主に帰属する四半期純利益
7,615売上高

187,903
営業利益
11,495

経常利益
11,776

親会社株主に帰属する
四半期純利益
8,282

（単位：百万円）

（単位：百万円）

187,903 208,325
177,581

’18/03 ’19/03’17/03

359,699
395,397

428,200
（予想）

11,776
13,699

6,659

’18/03 ’19/03’17/03

24,100
（予想）23,166 22,684

11,495 12,022
15,943

’18/03 ’19/03’17/03

24,900
（予想）

28,770 27,088

8,282 7,615

2,923

’18/03 ’19/03’17/03

14,700
（予想）

11,346 11,829

医療機器販売の好調、ならび
にジェネリック医薬品の販売
伸長により、10.9%増加しま
した。

1,620百万円の為替差益発
生により、経常利益は増加し
ました。

販売増加に伴う利益の増加
により、本年4月に実施され
た保険償還価格の改定の影
響をある程度吸収し、また経
常経費の削減により、営業利
益は増加しました。

法人税等および法人税等調
整額の増加により、親会社株
主に帰属する四半期純利益
は減少しました。

売上高

経常利益

営業利益

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益

208,325

13,699

12,022

7,615

通期
単位：百万円

第2四半期

通期
単位：百万円

第2四半期

通期
単位：百万円

第2四半期

通期
単位：百万円

第2四半期

百万円

百万円

百万円

百万円

連結貸借対照表

連結損益計算書

前年同期比

10.9%
増加

前年同期比

16.3%
増加

前年同期比

4.6%
増加

連結財務ハイライト 連結財務諸表

前年同期比

8.1%
減少
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TOPICS

　株主の皆さまの日頃のご支援に心より感謝申しあげますとともに、当社株式をより長期にわたり保有し
ていただくことを目的に、株主優待制度を拡充します。

新たに、優待対象を300～499株、500～999株保有の株主さまにも拡充します。

■変更後の優待内容（赤下線部が追加部分）
■変更実施時期／2019年3月31日現在の株主名簿に記載または記録された株主さまより、実施予定です（2019年6月下旬発送予定）。

（注）１．株主優待の対象となる株主さまは、基準日現在において300株以上を１年以上保有する株主さまで、上欄の各区分の保有株式数に応じて、
継続保有期間（後記２．記載）中のいずれの時点においても、同一株主番号で各区分の最小株式数(300株、500株または1,000株)を下回る
ことなく保有していることが当社株主名簿により確認できる株主さまとします。

２．「継続保有期間」とは、上欄の各区分に該当する株式を取得したことが株主名簿に記載または記録された日から各基準日（毎年3月31日）
まで同区分に該当する株式を同一株主番号により継続して保有した期間をいいます。なお、継続保有期間中に株式を追加取得したことに
より、基準日における区分が異なることになった場合、例えば、300株を5年以上保有し、1,000株に買い増したときは、基準日における区分
（1,000株以上）の継続保有期間は１年未満となりますが、元の300株を１年以上保有していますので、優待品は1,000円分を贈呈いたしま
す。また、継続保有期間中に株式を一部売却したことにより、基準日における区分が異なることになった場合、例えば、1,000株を5年以上保
有し、500株売却したときは、基準日における区分（500～999株）の継続保有期間は１年未満となりますが、500株については１年以上保有
していますので、優待品は2,000円分を贈呈いたします。

３．証券会社の変更や住所等の登録内容の一部変更をされる場合、証券保管振替機構による名寄せ処理システムにより、異なる株主番号が付
される可能性があります。
4．相続、贈与、株主名簿からの除籍等により株主番号が変更になった場合は、その直後の基準日から起算いたします。
5．保有株式の一部につき、信託設定、貸し株、NISA（少額投資非課税制度）口座への移管等がなされ、同一株主番号でなくなった場合は、それ
ぞれの株主番号の名義ごとに継続保有期間および株式数を確認します。

株主優待制度を変更

保有株式数 継続保有期間 優待品
（JCBｷﾞﾌﾄｶｰﾄﾞ） 基準日 発送時期

1,000株以上

５年以上 15,000円分

毎年
3月31日

基準日の
属する年の
６月下旬

３年以上５年未満 10,000円分
１年以上３年未満 5,000円分
１年未満 なし

500～999株
１年以上 2,000円分
１年未満 なし

300～499株
１年以上 1,000円分
１年未満 なし

　このたび、喫煙対策、メンタルヘルス対策、働き方改革、職場活性活動の推進を重点施策とした「ニプロ
健康宣言」を、以下のとおり制定しました。

　そして施策の一つである「働き方改革」の一環とし
て、多様な働き方や育児・介護と仕事との両立を支援
するため、２０１８年度より、時差出勤や半日有休、短時
間勤務等の制度を拡充。また２０１８年４月２日には、育
児理由による離職の軽減のため、大館工場内（秋田県
大館市）に、ニプロとして２施設目※となる事業所内保
育施設「元気ひろば保育園」を開設しました。
　ニプロは引き続き、従業員のワーク・ライフ・バラン
ス向上や健康維持・増進を図りながら、全社一丸とな
って世界の人々の健康寿命の延伸に貢献してまいり
ます。
※１施設目は、２０１７年４月開設（滋賀県草津市／ニプロ・ライフサイエンスサイトの隣）

「ニプロ健康宣言」を制定

健康宣言

スローガン

ニプロは「世界の人々の健康を支え、社会に貢献する」という経営理念を実現するため、社員一人一人の
心身の健康がとても重要であると考えます。医療を支える企業として、これからも世界の人々の健康に
貢献するとともに、より健康に、意欲を持って働くことのできる職場環境作りに努めることを宣言します。

～君の元気は‌僕の元気さ～

あたたかみのある
木目基調の大館工場内
「元気ひろば保育園」
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会社概要 株式の状況

証券会社
43名

2,718千株
（1.6％）

個人・その他
55,552名
72,997千株
（42.6％）

金融機関
80名

45,482千株
（26.5％）

外国法人等
298名

24,160千株
（14.1％）

一般法人
442名

26,098千株
（15.2％）

所有者別株式分布状況（持株比率）

設 立 1954年7月8日

資 本 金 84,397,840,000円

事 業 内 容 医療機器・医薬品および医療用硝子製品の製造・販売

従 業 員 数 3,913名（連結従業員数 28,738名）

上場金融商品取引所 東京証券取引所市場第1部（証券コード 8086）

ホ ー ム ペ ー ジ https://www.nipro.co.jp/

ニプロ株式会社 NIPRO CORPORATION

■ 取締役および監査役

代 表 取 締 役 社 長 佐 野 嘉 彦
常 務 取 締 役 吉 岡 清 貴

若 槻 一 男
増 田 利 明
小 林 京 悦
箕 浦 公 人
山 崎 剛 司
佐 野 一 彦
西 田 健 一
大 山 　 靖
余 語 岳 仁

取 締 役 上 田 満 隆
澤 田 洋 三
中 村 秀 人
沓 川 　 靖
伊 藤 昌 幸
岩 佐 昌 暢

取 締 役 赤 崎 五 男
岡 本 秀 男
芳 田 豊 司
藤 田 賢 樹
須 藤 　 浩
吉 田 　 博
白 数 昭 雄
畠 山 滉 毅
甲 斐 俊 哉
宮 住 悟 一
貞 廣 　 衝

社 外 取 締 役 田 中 良 子
大 　 水 　 美 名 子

常 勤 監 査 役 野 宮 孝 之
社 外 監 査 役 入 江 一 充

長 谷 川 　 正 　 義

（２０１8年9月30日現在） （２０１8年9月30日現在）

発行可能株式総数 400,000,000株

発行済株式の総数 171,459,479株

株 主 数 56,415名

単 元 株 式 の 数 100株

新株予約権の状況
‌①新株予約権の数‌ 2,500個
‌②目的となる株式の種類および数‌ 普通株式17,099,863株
‌③新株予約権の発行価額‌ 無償

大　株　主
株主名 持株数 持株比率

日 本 電 気 硝 子 株 式 会 社 21,945 千株 13.34‌%

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 8,328 5.06‌

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 6,866 4.18‌

株 式 会 社 り そ な 銀 行 4,414 2.68‌

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 2,697 1.64‌

エ ス エ ス ビ ー テ ィ ー シ ー ク ラ
イ ア ン ト オ ム ニ バ ス ア カ ウ ン ト 2,457 1.49‌

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 2,260 1.37‌

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口１） 1,979 1.20‌

株 式 会 社 か ん ぽ 生 命 保 険 1,962 1.19‌

佐 野 　 和 美 1,910 1.16

（注）1．‌‌当社は自己株式を6,990千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合4.08％）所有し
ておりますが、上記大株主からは除外しております。

2．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
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株主メモ
事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで 単 元 株 式 数 100株
株主確定のための基準日 定時株主総会　3月31日

期末配当金　　3月31日
中間配当金　　9月30日

公 告 方 法 電子公告　https://www.nipro.co.jp/
事故その他やむを得ない事由によって電子公
告による公告をすることができない場合は、
日本経済新聞に掲載して行います。

株 主 優 待 制 度 7ページをご覧ください。
株 主 名 簿 管 理 人 〒103-8670　東京都中央区八重洲一丁目2番1号　みずほ信託銀行株式会社
同 事 務 取 扱 場 所 〒103-8670　東京都中央区八重洲一丁目2番1号　みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

証券会社等に口座をお持ちの場合 証券会社等に口座をお持ちでない場合（特別口座の場合）

郵 便 物 送 付 先

お取引の証券会社等になります。

〒168-8507　東京都杉並区和泉2-8-4
みずほ信託銀行 証券代行部

電話お問い合わせ先
フリーダイヤル 0120-288-324
※マイナンバー専用コールセンター
　0120-84-0178

（土・日・祝日を除く 9：00〜17：00）
各種手続お取扱店

（住所変更、株主配当金
受取り方法の変更、マ
イナンバーのお届出等）

みずほ証券　本店および全国各支店
　プラネットブース（みずほ銀行内の店舗）でもお取扱
　いたします。
みずほ信託銀行　本店および全国各支店※

※トラストラウンジではお取扱できませんのでご了承ください。

未払配当金のお支払 みずほ信託銀行※およびみずほ銀行の本店および全国各支店
（みずほ証券では取次のみとなります）※トラストラウンジではお取扱できませんのでご了承ください。

ご 注 意
支払明細発行については、右の「特別口座の場合」の郵便
物送付先・電話お問い合わせ先・各種手続お取扱店をご利用
ください。

特別口座では、単元未満株式の買取・買増以外の株式売買
はできません。証券会社等に口座を開設し、株式の振替手続
を行っていただく必要があります。

確定申告の際には、同封の配当金計算書をご利用いただけます。ただし、株式数比例配分方式を選択された株主さまについては、お取引の証券会社等にご確認ください。

この報告書は、再生可能な植物油
インキを使用しています。

◆ 口座振込による配当金受取りのご案内
口座振込による配当金受取りは、配当金の支払開始日に自
動的にご指定の口座に配当金が振り込まれますので、配当
金領収証を紛失されるリスクや、ゆうちょ銀行窓口へお出か
けいただく手間がございません。
配当金を安全かつ確実にお受取りいただくために、銀行・証
券会社等の口座による配当金受取りをご指定いただくこと
を、おすすめいたします。なお、配当金のお受取り方法には、
右の4つの方法があります。

個 別 銘 柄 指 定 方 式 ご指定の銀行口座への振込によりお受取りいただく方法
登 録 配 当 金
受 領 口 座 方 式

あらかじめ登録した一つの預金口座で株主さまの保有して
いる全銘柄について配当金をお受取りいただく方法

株式数比例配分方式 証券会社の口座で配当金をお受取りいただく方法

配 当 金 領 収 証 ゆうちょ銀行（全国本支店および出張所）・郵便局でお受
取りいただく方法

特別口座を除き、お手続・お問い合わせは、お取引の証券会社等へお願いいたします。
（特別口座の場合は、みずほ信託銀行 証券代行部 0120-288-324 まで）


